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１．はじめに 

 公共土木施設の地震防災対策の中で地震発生後においては、所管施設の被害・点検・復旧情報を迅速に収

集し、対応することが重要である。施設管理者の防災業務計画では緊急対応のための体制について規定され

ているが、不測の事態等を含めて震災対策体制の有効性を確認する必要がある。本報告では、震災情報の収

集体制の効率性評価に資することを目的として、従来提案してきた震災対策体制のネットワークモデル化手

法の中の活動の処理時間の評価手法と不測の事態に対処可能なネットワーク表現方法の改良手法について検

討した結果を報告するものである。 

２．ネットワーク表現手法 

 震災対策体制のネットワークモデルについては、これまで

土木研究所において検討されている 1)2)。これは、震災情報収

集体制において、「要員の参集」、「現場への移動」といった時

間を要する活動を「ゲート」として表現し、これらのゲート

を接続したネットワークによって体制を表現し、シミュレー

ションを行うものである。それぞれのゲートは表現している

活動に必要な時間と、活動によって得られる情報量をパラメ

ータとして持っている。実際にネットワーク表現を行った例

を示す。図１は、ネットワークで表現しようとする体制であ

る。４つの点検ルートを３つの出張所で管理し

ているモデル事務所を想定している。これをゲ

ートを用いたネットワークで表現したのが図２

である。図２では、地震発生後、地震計からの

情報や体感、報道等により地震を感知した職員

が参集した後、準備を行い、点検を行うことを

表している。また、点検後には、その情報が対

策本部に集約されることも表している。 

３．処理時間等の設定 

（１）処理時間設定の重要性 

情報収集は速やかに行われことが重要であり、

その評価の中で時間が重要な位置を占める。図

２に示したネットワークの中では、ゲートの中に

それぞれの活動に必要な処理時間が設定されている。各活動の処理時間の中で、特に移動の処理時間は、平

常時においても一定の時間ではなく、ある程度のばらつきを持っている。地震時においては通行経路の被災

や渋滞等で平常時以上の時間を必要とし、ばらつきも大きくなる。これまでの研究では、ネットワーク表現

を優先し、このような処理時間については、仮定した関数を用いていた。しかし、実際の体制評価に用いる

には、実態のばらつきに則した関数を設定する必要がある。表１に、ネットワークに用いる処理時間を持つ
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図１ モデル事務所の点検ルート 
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図２ 震災対策体制ネットワーク 
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ゲートとその処理時間設定法について示す。地震時の活動時間は、平常時の各活動の標準時間を基本とし、

その値に、地震の影響を加味して設定することが妥当であると考えている。 

２）処理時間の設定 

活動の処理時間の設定方法の例として、ここでは移動の処理時間について取り上げ、設定法について示す。

震災直後の神戸市内の走行所要時間については調査結果が示されており、その分布は図２に示すとおりであ

る 2)。この分布に基づくと、移動時間の震災時の平常時に対する所要時間の増加係数は平均値で 6 倍程度で

ある。図３の分布に基づき、確率分布形状を同定すると、平常時の移動所要時間を用いて、関数を設定する

ことができる。ただし、同じような調査で中規模の地震である昭和 62年の千葉県東方沖地震では、1.3倍程

度との結果もあり 3)、地震規模、発生場所等の差を考慮する必要がある。 

４．ネットワーク表現方法の改良 

３．においては、地震時に想定される事象の中で、平常時に比べて時間を要する事象について検討した。

しかし、実際には、表２に示すような事象が震災対策体制において起こりうる。このような事象は、活動そ

のものができなくなる事象であり、２．で示したネットワークでは表現できない。そこで、例として移動経

路の閉塞に対応したネットワーク改良案を図４に示す。(a)は２．で示したネットワーク表現であり、つなが

りが１つしかないため、移動が不能になった場合、シミュレートできなくなる。(b)は移動経路が閉塞した場

合に備えて、迂回路を移動するゲートを追加して、ネットワークを作成したものである。このネットワーク

は、本来の移動経路を利用できる場合には（確率 1-ｐ）これを利用し、移動経路が閉塞した場合は（確率ｐ）

迂回路を通ることを表している。実際にシミュレートする場合には、

乱数により、スイッチングを行う。 

５．おわりに 

本報告では、以下の２点について報告した。 

・震災対策体制のネットワークモデル化手法におけるゲート内の処

理時間の評価手法の考え方と設定法について対象とする事象を明らか

にし、具体的な設定方法について紹介した。 

・震災対策体制で生じうる不測の事態を明らかにし、それを表現する

ネットワークの改良手法について示した。 
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表２ 震災時に発生しうる不測の事態 

図４ ネットワーク表現手法の改良 
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図３ 神戸市における震災時の走行所要時間 

表１ ゲートの処理時間の設定法 
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ゲート 影響する事象 処理時間の設定法

参集装置 連絡手段の輻輳
連絡手段の不通確率ｐを設定し、それより遅延
時間を設定する。

職員参集
通勤路の被災、渋
滞等

平常時の通勤時間に、被災事例から求めた増
加係数とばらつきを適用し、関数を設定する。

点検準備 なし 平常時の点検準備時間を設定を用いる。

地上移動
点検路の被災、渋
滞等

平常時の移動時間に、被災事例から求めた増
加係数とばらつきを適用し、関数を設定する。

地上点検
被災箇所の詳細点
検による時間増

被災度に応じた点検時間の増加係数とばらつ
きを調査より求め、適用する。

情報集約 連絡手段の輻輳
報告手段の不通確率ｐを設定し、それより遅延
時間を設定する。

ゲート 不測の事態
職員参集 要員の被災による参集不能
地上移動 移動経路の閉塞
情報集約 専用連絡施設の被災
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